
 

 

 

 

 

 

三 原 市 の 財 政 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

平成 18 年度の予算編成状況及び平成 17 年度予算の補正・執行状況について 

 

Ⅰ 平成１８年度の予算の編成状況について 

    一般会計の予算は，総額 467 億  6,100 万円で，前年度に比べて 0.3％の減となってい

ます。 

 現在の社会経済情勢は，世界経済の着実な回復や好調な企業部門に支えられ，雇用・

所得環境が改善しており，民間需要中心の緩やかな回復を続けると見込まれます。 

しかし，最近の原油高騰，景気回復の地域間格差，金利水準など不安要素も多く，ま

た，地方分権の実現にあたり，地方公共団体の自立性の強化を実現するための，三位一

体改革が積極的に推進されており，本市のみならず，各地方自治体へ大きな影響を与え

ております。その動向には十分留意する必要があります。 

 このような状況の中，これまでに着手した事業を継続するとともに，特に，平成１８

年度は，「生活の安全・安心の確保」「幹線交通網や下水道などの都市基盤整備の推進」

「少子高齢化における保健・福祉施設の充実」「学校教育・社会教育の充実」「農業生

産基盤の充実」などを重点に，三原市長期総合計画の基本構想の実現に向けて,主要な施

策目標を達成するために可能な限りの予算を編成したものです。 

 歳入歳出予算の概要は次のとおりです。 

 歳入では，個人市民税で，定率減税の 2 分の 1 の縮減や老年者控除の廃止など税制改

革による影響と，給与所得等の伸びを見込み，前年度当初比 14.7％の増，法人市民税も，

景気の動向を反映して，7.6％の増を見込み，市民税全体においても 12.5％の増を見込ん

でいます。 

  所得譲与税は，三位一体改革の税源移譲の暫定措置として，本年度は 7 億 8,200 万円

程度が譲与される予定であります。 

  地方交付税は,地方財政対策の見直しにより，引き続き，普通交付税の一部が臨時財政

対策債に振替えられたため，0.9％の減となり，交付税全体では，1.7％の減を見込んで

います。 

 市債は，前年度当初比で 20.4％の増ですが，これは，文化会館建設事業や公営住宅建

設事業等の大型事業によるものです。 

 歳出では，乳幼児医療や地域支え合い事業などの地域福祉，少子高齢社会等福祉の充

実，教育創造プランや新文化会館建設などの学校教育，社会教育の充実，街路建設など

の都市基盤の整備，生活の安全・安心確保のための生活環境の整備，農林水産の振興な

ど農業生産基盤の整備，環境保全と循環型社会の構築などの諸施策を着実に進めます。 

 特別会計は，22 会計 で予算総額 370 億  7,185 万円で，前年度当初比 5.6％の減とな

っています。  



 

 

分担金，負担金，
使用料，手数料
1,880,448
4.0%

市税  14,881,967
31.8%

地方消費税交付金
1,019,282
2.2%

地方交付税
8,778,000
18.8%

国庫支出金
4,267,491
9.1%

財産収入  430,401
0.9%

県支出金  2,108,995
4.5%

繰入金，寄附金
2,103,281
4.5%

諸収入  1,620,084
3.5%

その他  2,130,951
4.6%

市債  7,540,100
16.1%

　　　 歳　入
　
　　46,761,000円

      (100.0%)

その他  地方譲与税            1,417,076  (3.1%) 

          利子割交付金             45,927  (0.1%) 

          配当割交付金             23,998  (0.1%) 

          株式等譲渡所得割交付金   22,874  (0.0%) 

          ゴルフ場利用税交付金    113,500  (0.2%) 

          自動車取得税交付金      320,375  (0.7%) 

          地方特例交付金        163,700  (0.3%) 

          交通安全対策特別交付金   23,500  (0.1%) 

          繰越金                        1  (0.0%)  

自主財源
20,916,182
44.7%

依存財源
 25,844,818
55.3%

　　　総　額
　46,761,000千円

     (100.0%)

 

(単位：千円) 平成１８年度 一般会計当初予算



 

 

(100.0%)

公債費
7,231,054
15.5%

教育費
4,084,249
8.7%

消防費
 1,850,021
4.0%

土木費
6,396,651
13.7%

商工費  1,381,748
2.9%

農林水産業費　1,813,721
3.9%

労働費　305,452
0.6%

衛生費　2,446,885
5.2%

議会費　402,430
0.9%

その他　348,917
0.8%

総務費
9,037,157
19.3%

民生費
11,462,715
24.5%

　目的別歳出

46,761,000千円

   (100.0%)

 

その他    災害復旧費          93,200  (0.2%) 

          諸支出金           225,717  (0.5%) 

          予備費              30,000  (0.1%)  

義務的経費
22,991,367
49.2%

投資的経費
10,260,294
21.9%

その他経費
13,509,339
28.9%

　　総　　額

46,761,000千円

 



 

 

その他
5,892,902
12.6%

投資的経費
10,260,294
21.9%

公債費
7,230,965
15.5%

維持補修費
583,060
1.2%

補助費等
2,661,448
5.7%

物件費
4,371,929
9.4% 扶助費

6,059,115
13.0%

人件費
9,701,287
20.7%

  性質別歳出

41,761,000千円

   (100.0%)

 

 

普 通 建 設 事業 費内 訳 ・前 年度 比較 （ 千円）  

補助事業費
4,600,268
 （100）

負担金事業費
　344,829
　（78.2）

受託事業費
　10,337
 （81.2）

受託事業費
 12,729
 （100）

単独事業費
6,434,752
（151.9）

補助事業費
3,470,376
 （75.4）

災害復旧事業費
　　12,700
　 （100）

負担金事業費
　441,019
　（100）

単独事業費
4,236,380
 （100）

 

平成１７年度 

9,303,096 

(指数 100)                     

平成１８年度 

 10,260,294 

(指数 110.3)  

その他 

 積立金             4,836(0.0%)
 出資金・貸付金  1,324,043(2.8%)

繰出金       4,564,023(9.8%)



 

 

平成１８年度 特別会計当初予算 

96,810

79,680

122,630

142,790

54,910

4,533,140

271,500

68,210

141,120

117,450

1,740,430

109,950

107,900

82,070

128,760

142,920

81,730

3,962,420

562,180

72,270

143,020

205,020

73,850

138,200

財産区

国民健康保険(直診)

小型浄化槽事業

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

公共下水道事業

土地区画整理事業

駐車場事業

港湾事業

簡易水道事業

公共用地先行取得事業

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ事業

17 18 

 
 

6,558,650

15,529,845

9,695,920

6,578,050

14,919,180

9,874,280

介護保険

老人保健医療

国民健康保険

（事業勘定） 



 

 

Ⅱ  平成１７年度予算の補正及び執行状況について  

 平成１７年度一般会計当初予算額は， 469 億  1,700 万円です。 

 その基本施策は，公共下水道をはじめとする道路・街路の整備など，生活関連社会資

本の整備を継続するとともに，情報格差是正のための情報推進基盤整備，三原バイパス

関連事業などの都市基盤整備を推進しました。 

また，教育施設の充実，保健・医療を含めた高齢化社会への対応，生活環境の保全や

防災などの安全対策の強化あるいは，教育・文化の高揚等，快適な暮らしができるまち

づくりへの期待に応えるため，関連施策を推進し，その実現に向けて総合的な視点に立

って諸施策を実施してきたところです。 

 これら，当初予算に盛り込まれた諸施策のほかに，１７年度中に追加された補正予算

総額は， 9 億 9,593 万円です。 

 （次表「補正予算の概要」参照） 

 

 補正予算では，当初計画の事務事業を充実強化するものをはじめ，公営住宅建設事業

（下津・七宝），緊急地方道路整備事業，災害復旧事業（農業施設・土木施設），普通

財産取得（旧緑ヶ丘商業高等学校用地・建物の取得）などの補正が行われました。 

 これにより，平成１７年度の一般会計の予算総額は，前年度からの繰越明許費等 14

億 5,924 万円を加え， 493 億  7,217 万円となっています。 

 ３月末の歳出予算の執行割合は，73.5％です。これは，事務事業の終期が年度末に集

中し，その経費の経理を５月末までに整理することによるもので，５月末の出納閉鎖期

における予算の最終執行率は，前年度と同様 97～98％程度となり，平成１７年度の事務

事業の実質的な執行率は，ほぼ，100％となり，所期の目的を達成すると見込んでいます。 

 歳入の３月末の執行割合は，75.2％で，最終的には予算計上額相当額の執行率を見込

んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

補正予算の概要 

 一般会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

・地方バス生活路線維持費補助金 2,889 万円

・衆議院議員総選挙費 6,305 万円

・介護予防・地域支え合い事業費 2,212 万円

・生活保護費 7,877 万円

・ため池整備事業費 3,534 万円

・県営経営体育成基盤整備事業費 7,540 万円

・基幹水利施設整備事業費 4,040 万円

・公営住宅建設事業費 2 億  140 万円

・緊急地方道路整備事業費 9,930 万円

・街路建設事業費 1,575 万円

・三原都市開発㈱経営健全化対策事業費 1,696 万円

・農林施設災害復旧費（現年補助） 4,550 万円

・農林施設災害復旧費（現年単独） 2,720 万円

・土木施設災害復旧費（現年補助） 6,820 万円

・土木施設災害復旧費（現年単独） 9,110 万円

・普通財産取得費 5 億 537 万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

特別会計予算の執行状況 

 公営企業（病院，水道，交通）を除く 22 の特別会計の当初予算は，392 億 6,303 万円

でありましたが繰越明許費 7 億 2,946 万円，補正額 2 億 428 万円を減額し，予算総額

は， 

397 億  8,821 万円です。 

 特別会計補正予算の主なものは次のとおりです。 

・公共用地先行取得業特別会計                                      

公共用地先行取得費      △  5 億 537 万円

 

・土地区画整理事業特別会計 

緊急地方道整備事業費 8,000 万円

 

・公共下水道特別会計 

公共下水道事業費（国庫補助事業費） 3,646 万円

公共下水道事業費（単独事業費） 2,000 万円

 

・漁業集落排水事業特別会計 

漁業集落排水施設建設費 1,100 万円

 

・国民健康保険（事業勘定）特別会計 

一般被保険者療養給付費 3,600 万円

老人保健医療費拠出金 4,866 万円

 

・介護保険特別会計 

国庫支出金等精算返還金 1,348 万円

 

３月末の特別会計（公営企業会計を除く 22 会計）の歳出予算の執行割合は，85.6％で

あり，歳入予算の執行割合は 73.4％であります。 

 

  



 

 

 

　平成１７年度予算の執行状況　一般会計　歳入(３月３１日現在)

37,129,565

4,282,560

363,800

1,688,500

1,749,190

4,218,219

674,392

712,097

9,177,603

14,222,736

49,372,170

4,498,443

7,444,500

1,838,034

887,421

3,373,662

5,568,271

703,563

966,850

40,468

9,370,487

14,720,939

合計

その他

市債

諸収入

繰入金

県支出金

国庫支出金

使用料，手数料

分担金，負担金

地方交付税

市税

予算現額

収入済額

　　　　　　　(千円)

75.2%

24.8%

収入済

収入未済

(96.6%)

(97.9%)

(73.7%)

(95.9%)

(75.8%)

(51.8%)

(4.6%)

(91.9%)

(4.9%)

(95.2%)

(75.2%)

 



 

 

平成１７年度予算の執行状況　一般会計　歳出（３月３１日現在）

36,299,161

1,734,598

7,889,761

3,515,652

1,436,513

3,576,534

1,242,492

1,107,695

2,066,243

7,846,626

5,883,047

49,372,170

2,002,181

7,890,005

4,556,915

1,743,251

7,576,483

1,405,227

1,826,648

2,524,289

11,232,066

8,615,105

合計

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費
予算現額

支出済額

(千円)

73.5%

26.5%

支出済

支出未済

(68.3%)

(69.9%)

(81.9%)

(60.6%)

(88.4%)

(47.2%)

(82.4%)

(77.1%)

(100.0%)

(86.6%)

(73.5%)



 

 

　平成１７年度予算の執行状況　特別会計(３月３１日現在)

85.6

9.6

88.2

88.8

76.1

91.3

73.6

95.9

62.7

65.3

51.1

44.7

62.1

75.0

100.0

58.1

73.4

281.7

80.4

84.0

114.5

83.6

29.1

17.3

7.2

34.9

34.1

92.8

89.4

26.5

0.0

12.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

合　　　　計  
(39,788,210千円)

財   産   区 
(  　98,685千円)

介 護  保 険 
( 6,576,729千円)

老人保健医療 
(15,529,845千円)

国保（直 診）
(  　79,680千円)

国民健康保険
( 9,796,077千円)

小型 浄化槽
(   122,630千円)

農 集  事 業
(   142,790千円)

漁 集  事 業
(　　65,910千円)

公 共 下水道
( 5,277,681千円)

土地区画整理
(   387,551千円)

駐車場 事 業
(    75,690千円)

港 湾　事 業
(   172,485千円)

簡易水道事業
(   117,450千円)

公共用先事業
( 1,235,057千円)

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ事業 
(   109,950千円)

（％）

歳入執行状況

歳出執行状況

　

 

 



 

 

Ⅲ  市債及び一時借入金の状況について  

(1) 市債の状況 

  市債（地方債）は，学校その他の文教施設，道路などの公共施設の建設や災害復旧

などで一度に多額の資金を必要とする事業を実施する場合，その財源に充てるため発

行が認められている長期の借入金です。 

  平成１７年度では，一般会計で総額 10 億 4,000 万円程度の元金の繰上償還を行い，

市債残高の縮減に努めました。 

  平成１８年３月末の市債の現在高は，802 億 8,514 万円で，対前年比 65 億 6,931

万円の減となっていますが，借入時期が出納閉鎖期の５月に集中するため，１７年度

末は， 

878 億  4,400 万円程度の現在高になる見込みです。 

(2) 一時借入金の状況 

  一時借入金は，歳出予算を執行するうえで，一時的な歳計現金に不足を生じたとき

に短期の借入を行って，その不足を補うためのものです。 

  平成１８年３月末現在，一般会計，特別会計での借入はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

Ⅳ  市民の税負担の状況について  

 平成１８年度当初予算における市税は，前年度の当初予算と比べて，2 億 6,003 万円 

（1.8％）の増を見込んでいます。 

 主なものとしては，個人市民税は,定率減税の 2 分の 1 の縮減や老年者控除等の廃止な

ど，税制改正による影響と,給与所得等も増加しているため,4 億 9,592 万円の増，法人市

民税は，一部企業の増益など法人所得の動向等を反映して 1 億 1,442 万円の増，固定資

産税は，新増築による増加が見込めますが，土地評価・家屋評価の下落や評価替え等の

影響により，3 億 2,867 万円の減を見込んでいます。 

 平成１８年度当初予算における，市民一人当たりの税負担の状況は，次のとおりです。 

 

 

市民１人当たりの税別負担割合（平成１８年度当初予算）

都市計画税　7,886円
5.6%

市たばこ税　6,167
円
4.3%

入湯税　220円
0.2%

軽自動車税　2,082円
1.5%

固定資産税
73,011円
51.6%

市民税（個人分）
36,868円
26.0%

市民税（法人分）
15,343円
10.8%

市民１人当たり

　　141,577円

 

 

 

 


